この３年間を集中期間に、１５万人の証言を目指しましょう
とてつもない大仕事だ。
保存会では、その収録目標として１５万人を掲げている。

それは後述の通り概数７８９万もの戦場体験者にふさわしい数の証言を必要と考えるからだ。

一定の量は質を顕然させ、戦場の実像を浮かび上がらせる。

１人１人の兵士の体験が貴重な事は言うまでもないが、兵士と戦場の実情は一定の量を集積して更によく見えてくるはずのものだ。

しかも、私たちがこの資料を戦争を知らない後代に残す意味は、歴史としての意味を持つほどのものでなければならない。

そもそもあの１５年間の戦争は、日本の歴史上未曾有の大軍事動員だったのは間違いない。
どれだけの人が戦場に送られ、どれだけの人が戦死し、どれだけの人が帰還され、今、どれだけの人が生存されているか、というところから取りかからなくてはならない。
ところが、調べ歩いて驚いた。
まるで資料がないのだ。
官庁、団体を突き詰めていくと、結局、旧厚生省に行き着く。
防衛庁の防衛研究所戦史室さえ「旧厚生省援護局の資料以外にありません」と言う。

とてつもない大仕事、というのはこのような事情による。
全体像はもう、霧の彼方だ。
以下は保存会発足直後の２００５年１月時点での調査資料である。
◆　敗戦時に於ける総兵力
旧厚生省（現・厚生労働省社会援護局）の資料とは、
１９６４年版『大東亜戦争における地域別兵員及び死亡者概数』。

この資料には１５年戦争の全体の記録はなく、ただ敗戦の１９４５年８月現在の兵員数が
計７８９万４０００人と記録されている。
この内、本土（小笠原諸島等を含む）の兵員は４３６万人。※①
その内訳は
　陸軍　　　　　　２３８万８０００人
　海軍　　　　　　１９７万２０００人
つまり、この時点で外地の戦場にいた兵員は３５３万４０００人ということになる。
その内訳は以下の通り。

<陸軍>

	千島・樺太
	　　８万８０００人

	台湾・南西諸島
	　１６万９０００人

	朝鮮半島
	　２９万４０００人

	旧満州
	　６６万４０００人

	中国
	　１０５万６０００人

	南方方面
	　７４万４０００人

	ラバウル方面
	　　７万人


<海軍>

	千島・樺太
	　　３０００人

	南西諸島
	１万２０００人

	朝鮮半島
	４万２０００人

	台湾
	６万３０００人

	中国
	７万１０００人

	中部太平洋
	５万９０００人

	フィリッピン方面
	３万

	仏印マレー方面
	６万１０００人

	南方方面（ジャワ・ボルネオ島）
	５万２０００人

	南東方面（ニューギニア・ソロモン等）
	５万６０００人


◆　帰還兵
この人たちがどれくらい日本に帰国したのかはわからない。
というのも・・・
援護局資料では、外地の戦場から帰還した兵員は３１０万７４１１人※②だと言う。
これは援護局が上陸地で引き上げ手続きを受け付けた人数だ。
前記４５年８月外地で生存が推定された３５３万４０００人との４２万余の開きは説明されていない。

援護局が整理した、帰還兵（軍属を含む）の地域別内訳は次の通りという。
地域の区分、呼称など適切と言い難いが資料のまま記載する。

	旧ソ連
	　　４５万３７８７人

	千島・樺太
	　　　１万６００６人

	満州
	　　　４万１９１６人

	大連
	　　　１万０９１７人

	中国
	　１０４万４４６０人

	香港
	　　　１万４２８５人

	北朝鮮
	　　　２万５３９１人

	韓国
	　　１８万１２０９人

	台湾
	　　１５万７３８８人

	本土隣接諸島
	　　　６万０００７人

	沖縄
	　　　５万７３６４人

	蘭領印度支那
	　　　２万８７１０人

	太平洋諸島
	　　１０万３４６２人

	比島
	　　１０万８９１２人

	東南アジア
	　　６５万５３３０人

	ハワイ
	　　　　　３３４９人

	オーストラリア
	　　１３万０３９８人

	ニュージーランド
	　　　　　　３９１人


◆　戦没者
資料の不整合について援護局を責められない。しかし、長い戦争の膨大な戦死者数がほとんど省みられず戦争や平和が語られていいのかと思えてならない。
援護局の別の資料では軍人・軍属の外地戦場での戦没者は２１０万人、一般邦人戦没者は３０万人と記録されている。
これは長い戦争の累計だから前記４５年８月の外地の生存兵３５３万４０００人と単純に同比列はできないが、あえて言えば、戦場に送られた兵士のうち４割が戦没したことになる。

援護局によると兵士戦没者のおおよその内訳は以下の通り。

	フィリピン
	　５１万８０００人

	中国本土
	　４６万５７００人

	中部太平洋
	　２４万７０００人

	東部ニューギニア・ソロモン等
	　２４万６３００人

	旧満州
	　２４万５４００人

	沖縄
	　１８万６５００人

	ビルマ・インド
	　１６万７０００人


戦場の現実として記録する。

◆　現在ご健在の帰還兵は
それでは、外地の戦場から帰還された３１０万７４１１人のうち、今健在な方はどれくらいおられるか。
私たちはその手がかりを軍人恩給の資料から探った。
２００４年の総務省人事恩給局の資料では恩給受給者は３７万１０００人。
普通恩給　　　　　　３３万３０００人
傷痍恩給　　　　　　　３万８０００人

この恩給受給は兵役１２年を持つことが必要なので、一般の応召兵には資格が無く恩給欠格者と呼ばれる。
政府は恩給欠格者に銀杯・賞状を配ることにした。
このため、総務省特別基金事業推進室が１９８６年に調査した時点で、該当者は２７５万５０００人であった。
推進室で年齢分布、各年齢死亡率などから２００３年に推定した恩給欠格者は１１９万３０００人とする数字がある。

恩給受給者および恩給欠格者の合計は１５６万４０００人※③となる。

◆

この数字は本土・外地の双方で兵役に服していた人数である。
ここから外地分だけを抽出するには、乱暴だが、１９４５年８月時点での本土・外地の比率（４１．６％、②／②＋①）で按分する。
約６５万人となる。（③×４１．６％）

戦後６０年。高齢による疾病、外地の戦場の苦難も健康に影響しているだろう。保存会の医学スタッフにより年齢別疾病罹患率などの検討を加え、最終的に健在者の実数は
５０～５５万人
と推定された。ずいぶんとおおまかな数字だが、私たちはここを出発点とする。
ほとんど８０歳以上の方々が５年１０年後、どんな数字になるか、推定は容易である。
人的、地理的、心情的な様々な事情から体験談を取材できるのは１５万であろう。
この保存運動が急がなければならない実情がくっきりと浮かび上がってくる。
◆　２年が経過して
２００７年１月、上記の数字を再検討した。

２００５年１月の調査時３７万１０００人であった恩給受給者は、３４万３０００人へと減少していた。

前回の調査時に丁寧に応対してくれた援護局資料室の担当者が定年退職し、恩給欠格者数は、その後の推定値どころか、１９８６年時点での調査値が再確認出来なくなっていた。
現時点での健在者数は４０万人台と推定している。
